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自治体を取り巻く環境が大きく変化している中、情報発信のあり方も大きく変化していま
す。多くの住民がスマートフォンを持ち、そこからさまざまな情報を得るようになるなど、
情報の受け取り方が多様化しています。

そのような中、自治体は住民に必要な情報を伝えなければなりません。住民サービスの受
け方、生活に必要な手続きの仕方、地域で行われるイベントやまちの魅力などの情報から、
災害時や昨今の新型コロナウイルス感染症関連など生命に関係する情報まで、多くの情報を
広報担当部署だけでなくさまざまな部署から発信しています。

そして、それはスマートフォンからだけ情報を得ている人にも、デジタル機器をあまり使
用しない人にも等しく伝える必要があります。また、デジタル化した社会の中では、デジタ
ル機器を使わない人だけが取り残されるわけでなく、デジタル情報だけしか見ないことで情
報に出会えないということも考慮する必要があります。

この調査研究では、デジタル化の影響を受けている自治体の情報発信において、特に媒体
自体に焦点を当て、どのような媒体をどのように使えば住民に伝わるかを検討しました。第
７章では、媒体のベストミックスのイメージを紹介しましたが、この媒体を使えば伝わると
いう正解は１つではなく、対象者の属性や状況、目的等を踏まえ、媒体の特性を活かした多
様な選択や組合せを考えることこそが重要です。

ヒアリング調査に協力いただいた自治体では、広報紙など住民になじみがある媒体と新し
いデジタル媒体を連携させて活用したり、自治体が持つ媒体だけでなく、まちにあるいろい
ろなものを媒体にしたりするなど、取組はさまざまでしたが、住民の一人ひとりに情報を伝
えようと取り組む考え方は共通していると感じました。

また、SNS等のデジタル媒体は今までできなかった伝え方ができること、ただ取り入れ
るだけでなく従来媒体等と組み合わせることでより効果的な活用ができることもわかり、使
い方次第ではもっと広く住民に情報を届けることができるツールとなる可能性があります。

アンケートで明らかになった住民のニーズや自治体情報に対する考え方、ヒアリング調査
等を基に検討した多様な媒体を活用した取組方法など、本報告書でとりまとめた内容が各部
署での情報発信方法を検討する際の参考になりましたら、幸いです。
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